2008年度秋学期　国際私法II　(高橋宏司担当)
第一問

Sは、甲国において、甲国法を準拠法とする造船請負契約を注文者N(甲国法人)と結び、それに従って造船し、その船(以下「本船」)をNに引渡すとともに、未払いの造船代金債権につき、甲国法に従い、本船上に抵当権の設定を受けた。Nは、本船を世界各国を周航する航海に出し、途中、乙国にて、乙国法を準拠法とする燃料の売買契約をBと締結し、燃料の補給を受けた。その後、航行中にエンジンに異常が生じたので、丙国に寄港させ、丙国法を準拠法とする修繕請負契約をCと締結し、エンジンの修理を受けた。本船の旗国は、乙・丙国間を航行中に、当初の甲国から丁国に変更された。丁国は、実質的関係のない船舶の登録も受け付け、船舶所有者にとって有利な税制と法制を有することで有名である。Bは、Nが燃料の未払い代金を支払わないため、本船が日本に寄港した際に、本船に対する船舶先取特権を有すると主張してこれを差押え、競売を申立てた。SおよびCもこの手続に参加し、各自の未払いの請負代金債権を被担保債権とする抵当権と先取特権をそれぞれ主張し、優先配当を要求した。Sの抵当権、Bの先取特権、Cの先取特権の成立の準拠法は何国法か。また、それらのうち複数が成立し効力を有する場合、優先順序を決める準拠法は何国法か。他説も意識しつつ、論ぜよ。(60点)
第二問

甲国人男性Y1は、甲国会社Y2に雇用され、甲国に所在する本店で働いていた。Y2とその全ての被用者の間の労働契約では、甲国法が準拠法として選択されている。Y1は、乙国の支店に2週間出張した際、部下の女性Xと知り合い、就業時間後に夕食に誘い出した上、無理やり関係を迫ったがXに拒まれた。Xは丙国に常居所を有し、Y2の丙国支店で雇われて、通常は同支店で勤務していたが、当時、乙国支店に2ヶ月の出張中であった。以下の独立した各問いにおいて、日本から見ると各請求に何国法が適用されるかについて、Xにアドバイスせよ。

(1) Y1は、夕食の日以後、甲国に帰国するまで、乙国支店においてXの性的な噂を流した。そこで、XはY1に対して名誉毀損にもとづく損害賠償を請求した。(15点)

(2) Y1は甲国に戻ってから、Xを低く評価する勤務評定を作成し、乙国支店長に送付した。この勤務評定のため、その後の乙国支店における仕事の遂行にあたり、Xは精神的困難を経験した。Xは、Y1が低い勤務評定をしたのは、上司としての職場上の地位の濫用に当たると主張し、Y1に対して不法行為に基づく損害賠償を請求した。これに対して、Y1は、このような勤務評定によって精神的困難を経験することは通常予見できないと反論している。Xは、Y2に対しても、Y2はセクハラのない職場環境を被用者に対して提供する労働契約上の債務を負うと主張し、その債務不履行を理由に損害賠償を請求した。Y2は、被用者が同僚から就業時間外に受けた行為に関連する責任を使用者は一切負わない旨、Xとの間の労働契約が規定していることを援用して、Xの請求を争っている。(25点)
